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当社第 86期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記

表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第 16条の規定に基づき、

インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.anritsu.com/ja-JP）に掲載することにより

株主の皆様に提供しております。 



１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1)連結の範囲等に関する事項

a.連結の子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 37 社

主要な連結子会社の名称
　Anritsu U.S. Holding Inc.、Anritsu Company、Anritsu A/S、東北アンリツ株式会社

b.連結子会社の事業年度等に関する事項

(2)持分法の適用に関する事項
a.持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数 2 社

主要な会社等の名称
(関連会社)

CN Group Holding ApS
SweepMasters, LLC

b.持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称

(関連会社)
株式会社市川電機

持分法を適用していない理由
　連結当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためであります。

c.持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

(3)会計処理基準に関する事項
a.資産の評価基準及び評価方法

1)有価証券(その他有価証券)
時価のあるもの･････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・連結決算日の市場価格等に基づく時価法

時価のないもの･･････････････････････････････････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法
2)たな卸資産････････････････････････････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・

低下による簿価切下げの方法）
3)デリバティブ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・時価法

b.固定資産の減価償却の方法
1)有形固定資産（リース資産を除く）･･･････････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・主として定率法

2)無形固定資産･･･････････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法

3)リース資産･･････････････････････････････…所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　前連結会計年度において連結子会社であったアンリツプレシジョン株式会社は、当連結会計年度において、
アンリツ産機システム株式会社と合併したことにより、連結の範囲から除外しております。
ただし、アンリツプレシジョン株式会社の合併時までの損益計算書については連結しております。
　また、当連結会計年度より、新たに設立したAnritsu (China) Co., Ltd.を連結の範囲に含めております。

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して
おります。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除
く。)については定額法によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

連　　結　　注　　記　　表

　持分法適用関連会社であるCN Group Holding ApSの決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあ
たっては、２月28日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要な調整を行っております。

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定しております。)

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を適用してお
ります。

主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

　連結子会社のうち、Anritsu Eletronica Ltda.、Anritsu Company S.A. de C.V.、Anritsu (China) Co.,
Ltd.、Anritsu Electronics (Shanghai) Co.,Ltd.及びAnritsu Industrial Solutions (Shanghai) Co.,Ltd.の
決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財
務諸表を使用しております。なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

（ ） 
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c.引当金の計上基準
1)貸倒引当金･･･････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・・

2)役員賞与引当金･･･････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・・

3)退職給付引当金･･･････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・・

4)役員退職慰労引当金･･･････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・・

5)製品保証引当金･･･････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・・

d.その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
1)重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

2)重要なヘッジ会計の方法
a)ヘッジ会計の方法

b)ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：為替予約、金利スワップ
ヘッジ対象：外貨建取引に係る金銭債権債務、長期借入金

c)ヘッジ方針

d)ヘッジ有効性の評価

3)在外連結子会社の会計処理基準

4)のれんの償却に関する事項

5)消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

6)連結納税制度
　連結納税制度を適用しております。

(4)連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

　のれんは、個々の投資の実態に合わせ、20年以内の投資回収見込年数で均等償却しております。なお、
Anritsu A/S（旧商号NetTest）との間ののれんについては９年で均等償却を行っております。

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しておりま
す。

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。なお、在外子会社の資産及び負債は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は
期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

為替予約については、内規に基づき、外貨建取引に係る金銭債権債務の為替変動リスクを回避する目的で
行っております。原則として１年を超える長期契約を行わず、投機目的及びレバレッジ効果の高い取引は
行わない方針であります。金利スワップについては、内規に基づき、借入金の金利変動リスクを回避する
目的で行っております。

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18
年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振
当処理を採用しております。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、過去勤
務債務は、発生時に費用処理しております。また、数理計算上の差異
は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と
して13年）による定額法により、翌連結会計年度から費用処理してお
ります。

債権の貸倒れの損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については財務内容評価法により計
上しております。

製品の品質保証に要する費用について今後の支出に備えるため、売上
高に対する過去の実績率を基礎とした見積額を計上しております。

為替予約については、決算日及び決済日（為替予約の実行日）に予約レートと同日の直物相場レート比較
により評価を行っております。金利スワップについては、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債又は予定
取引に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ効果が極めて高いため、有効性の評価は省略しておりま
す。また、特例処理の要件を満たす金利スワップは、有効性の評価を省略しております。

当社及び国内連結子会社は、退職給付制度の一部を確定拠出型年金制
度に移行しました。これにより「退職給付制度間の移行等に関する会
計処理」（企業会計基準適用指針第１号）に従い、特別損失に退職給
付制度改定損として528百万円計上しております。

国内連結子会社等は、役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基
づく連結会計年度末要支給額を計上しております。
なお、当社は平成16年６月の取締役会及び監査役会において、当該内
規を廃止し今後役員退職慰労金の支給は行わないことを決議いたしま
した。従って、役員の退職慰労金支出に備えるため、当該決議以前は
内規に基づき計上しておりますが、当該決議以降は新たに発生してお
らず、当連結会計年度末における役員退職慰労引当金残高は当該決議
以前から在任している役員に対する支給予定額であります。

（追加情報）
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２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更
（会計上の見積りの変更）

製品保証引当金

（追加情報）
会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

３．連結貸借対照表に関する注記
(1)有形固定資産の減価償却累計額 百万円

(2)有形固定資産の減損損失累計額 百万円

(3)保証債務

（単位：百万円）
内　　　　　容

当社従業員 390 　住宅資金借入れ
Anritsu A/S 724 　契約履行保証等
Anritsu U.S. Holding, Inc. 499 　契約履行保証等
Anritsu EMEA Ltd. 　契約履行保証等
その他 　契約履行保証等

計 1,642 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1)当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 株

(2)配当に関する事項
①配当金支払額

(3)当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる
株式の種類及び数

普通株式 株

  当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更
及び誤謬の訂正に関する会計基準」　（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）　及び「会計上
の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」　（企業会計基準適用指針第24号　平成21年
12月４日）　を適用しております。

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」
（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源
の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４
月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われるこ
ととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従
来の40.6％から平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する連結会
計年度に解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年
度以降に解消が見込まれる一時差異については、35.6％となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が436百万円、
その他有価証券評価差額金が7百万円それぞれ減少し、法人税等調整額が443百万円、繰延ヘッジ損
益が1百万円、それぞれ増加しております。

238

被 保 証 者 保 証 金 額
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　製品の品質保証に要する費用は、従来実際の費用が発生した時点で売上原価に計上しておりまし
たが、今後必要と見込まれる金額を合理的に見積もることが可能となったため、当連結会計年度か
ら当該金額を製品保証引当金として計上しております。
　この変更により、当連結会計年度の営業利益、経常利益、及び税金等調整前当期純利益はそれぞ
れ348百万円減少しております。

1 

普通
株式

637

配当金の総額
（百万円）

普通
株式

137,753,771

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

( 決 議 予 定 )
株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

平成23年６月28日
定時株主総会

平成23年12月２日平成23年９月30日

108,000

5.00

基準日

平成24年６月27日
定時株主総会

637

平成23年10月27日
取締役会

１株当たり
配当額（円）

52,867

株式の
種類

5.00 平成23年３月31日 平成23年６月29日

基準日

効力発生日( 決 議 )

普通
株式

1,371 10.00 平成24年３月31日

効力発生日

平成24年６月28日

配当の原資

利益剰余金

１株当たり
配当額（円）
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５．金融商品に関する注記
(1)金融商品の状況に関する事項

a.金融商品に対する取組方針

b.金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

c.金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

(2)金融商品の時価等に関する事項

（単位：百万円）

（※）負債に計上されているものについては、（　）で記載しております。

      555

差額

        －

　a.現金及び預金

        －

時価（※）

        －
        －

        －

　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社は与
信管理規程に従い、営業債権について、各営業及び営業管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング
し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を
図っております。連結子会社についても当社の与信管理規程に準じて同様の管理を行っております。
　外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒されていますが、当社及び一部の連結子会社は、通貨別に把握さ
れた為替の変動リスクに対して、原則として為替予約を利用してヘッジを行っております。
　有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価
格の変動リスクに晒されています。満期保有目的の債券は、資金運用内規に従い格付けの高い債券のみを対象と
しているため、リスクは僅少であります。また、業務上の関係を有する企業の株式は、定期的に時価や発行体
（取引先企業）の財務内容を把握し、保有状況を継続的に見直しております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。また、その一部には原材料
等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されています。
　借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金に係る資金調達です。借入金
のうち一部は支払金利の変動リスクに晒されています。当該リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、デ
リバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。
　デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替予約
取引及び借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引であります。
　また、営業債務、借入金及び社債は流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは各社が適時資金繰り
計画を作成・更新するとともに、十分な手元流動性を維持することなどによりリスクを管理しております。

　当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。なお、
時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません（(注2)参照）。

  39,596

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、資金調達については銀行借入や社債発
行による方針です。デリバティブは、外貨建取引に係る金銭債権債務の為替変動リスク及び借入金の金利変動リ
スクを回避するために利用し、投機目的及びレバレッジ効果の高い取引は行わない方針です。

　「(2)金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自
体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

連結貸借対照表
計上額（※）

   39,596

　b.受取手形及び売掛金   23,605    23,605

　c.投資有価証券
　　　　その他有価証券      555

　f.社債及び新株予約権付社債
　　（１年内償還予定を含む）

 (13,800)  (16,638)    2,838

　d.支払手形及び買掛金  (4,919)  (4,919)
　e.短期借入金  (1,836)  (1,836)

　h.リース債務
　　（１年内支払予定を含む）

 (1,303)  (1,313)        9

　g.長期借入金
　　（１年内返済予定を含む）

 (14,700)  (14,815)      115

　i.デリバティブ取引  (22)  (22)         －
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(注1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
a.現金及び預金、並びにb.受取手形及び売掛金

c.投資有価証券

d.支払手形及び買掛金、並びにe.短期借入金

f.社債及び新株予約権付社債

g.長期借入金及びh.リース債務

i.デリバティブ取引

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

社債及び新株予約権付社債 (１年内償還予定を含む）
長期借入金（１年内返済予定を含む）
リース債務(１年内支払予定を含む）

６．賃貸等不動産に関する注記

（単位：百万円）

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額
１株当たり当期純利益

８．その他の注記
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
「c.投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

その他        3

合計      248

(注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

399円56銭
79円39銭

(注1)連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注2)当連結会計年度増減額の金額は、減損による減少額164百万円及び減価償却による減少額119百万であり
   ます。

当連結会計年度末残高
連結貸借対照表計上額

(注3)当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標
　 等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

当連結会計年度末の時価
当連結会計年度期首残高

3,055  △284 2,771 17,612
当連結会計年度増減額

　当社及び一部の連結子会社では、神奈川県、東京都、その他の地域において、賃貸商業施設等を所有しておりま
す。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は591百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費
用は営業費用又は営業外費用に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から
提示された価格によっております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

当社の発行する社債の時価は、市場価格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

これらの時価については、取引金融機関等から提示された価格によっております。なお、ヘッジ会計が適用され
ているもののうち為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている受取手形及び売掛金、並びに支払
手形及び買掛金と一体として処理されているため、その時価は当該受取手形及び売掛金、並びに支払手形及び買
掛金の時価に含めて記載しております。

(注3)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内

区分
連結貸借対照表

計上額

非上場株式       66

関係会社株式      178

４年超
５年以内

５年超

現金及び預金 39,596
受取手形及び売掛金 23,605

9,900 － － 

合計 63,202

(注4)社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

3,900 

15 

－ 

3 
9,100 600 5,000 － － － 

合　　計 19,545 1,116 5,193 3,930 3 
545 516 

15 
193 30 

－ 
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)資産の評価基準及び評価方法

a.有価証券
1)子会社株式及び･･････････････････････…移動平均法による原価法
  関連会社株式

2)その他有価証券
  時価のあるもの･･････････････････････…決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定してお
ります。）

  時価のないもの･･････････････････････…移動平均法による原価法

b.たな卸資産
1)製品及び仕掛品･･････････････････････個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）

2)原材料･･････････････････････…移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの
方法）

c.デリバティブ･･････････････････････…時価法

(2)固定資産の減価償却の方法
a.有形固定資産(リース資産を除く)･･････････････････････…定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額
法によっております。

b.無形固定資産(リース資産を除く)･･････････････････････…定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

c.リース資産･･････････････････････…所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を適用しております。

(3)引当金の計上基準
a.貸倒引当金･･････････････････････…債権の貸倒れの損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については財務内容評価法により計上しております。

b.役員賞与引当金･･･････････････････…役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

c.退職給付引当金･････････････････････････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。
なお、計算の結果、当事業年度においては退職給付引当金が借方残高となったため、前
払年金費用として投資その他の資産の「長期前払費用」に含めて計上しております。過
去勤務債務は、発生時に費用処理しております。また、数理計算上の差異は、その発生
時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額法により、翌事業
年度から費用処理しております。
（追加情報）
退職給付制度の一部を確定拠出型年金制度に移行しました。これにより「退職給付制度間
の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）に従い、特別損失に退職
給付制度改定損として216百万円計上しております。

d.役員退職慰労引当金･･･････････････…当社は平成16年６月の取締役会及び監査役会において、当該内規を廃止し今後役員退職
慰労金の支給は行わないことを決議いたしました。従って、役員の退職慰労金支出に備
えるため、当該決議以前は内規に基づき計上しておりますが、当該決議以降は新たに発生
しておらず、当事業年度末における役員退職慰労引当金残高は当該決議以前から在任して
いる役員に対する支給予定額であります。

e.製品保証引当金･･･････････････…製品の品質保証に要する費用について今後の支出に備えるため、売上高に対する過去の
実績率を基礎とした見積額を計上しております。

(4)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
a.重要なヘッジ会計の方法

1)ヘッジ会計の方法
 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振当処理
を採用しております。

個　　別　　注　　記　　表
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2)ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：為替予約、金利スワップ
ヘッジ対象：外貨建取引に係る金銭債権債務、長期借入金

3)ヘッジ方針
 為替予約については、内規に基づき、外貨建取引に係る金銭債権債務の為替変動リスクを回避する目的で行って
おります。原則として１年を超える長期契約を行わず、投機目的及びレバレッジ効果の高い取引は行わない方針
であります。
 金利スワップについては、内規に基づき、借入金の金利変動リスクを回避する目的で行っております。

4)ヘッジ有効性の評価
 為替予約については、決算日及び決済日（為替予約の実行日）に予約レートと同日の直物相場によるレート比
較により評価を行っております。
 金利スワップについては、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債又は予定取引に関する重要な条件が同一であり、
ヘッジ効果が極めて高いため、有効性の評価は省略しております。また、特例処理の要件を満たす金利スワップ
は、有効性の評価を省略しております。

b.消費税等の会計処理
 税抜方式によっております。

c.連結納税制度
 連結納税制度を適用しております。

(5)会計方針の変更
該当事項はありません。

(6)表示方法の変更
a.出資金

 前事業年度まで投資その他の資産の「出資金」として表示しておりましたが、重要性が乏しくなったため、投資
その他の資産の「その他」に含めて表示するように変更しました。
 なお、当事業年度における「出資金」の金額は14百万円であります。

(7)会計上の見積りの変更
a.製品保証引当金

　製品の品質保証に要する費用は、従来実際の費用が発生した時点で売上原価に計上しておりましたが、今後必要と
見込まれる金額を合理的に見積もることが可能となったため、当事業年度から当該金額を製品保証引当金として
計上しております。
　なお、この変更により当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ152百万円減少して
おります。

（追加情報）
会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用
　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する
会計基準」　（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）　及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の
適用指針」　（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）　を適用しております。

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第
114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成
23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ
及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用
する法定実効税率は従来の40.6％から平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業年度
に解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時
差異については、35.6％となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が314百万円、その他有価証券評価
差額金が7百万円それぞれ減少し、法人税等調整額が321百万円、繰延ヘッジ損益が1百万円、それぞれ増加しております。

２．貸借対照表に関する注記
(1)有形固定資産の減価償却累計額 百万円

(2)有形固定資産の減損損失累計額 百万円

(3)保証債務
(単位：百万円)

内　　　　　容
当社従業員 390 　住宅資金借入れ
Anritsu A/S 724 　契約履行保証等
Anritsu U.S. Holding, Inc. 499 　契約履行保証等
Anritsu EMEA Ltd. 　契約履行保証等
その他 　契約履行保証等

計 1,642 
1 

30,173

被 保 証 者 保 証 金 額

129

26 
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(4)関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 百万円
短期金銭債務 百万円
長期金銭債権 百万円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 百万円
仕入高 百万円
設備の購入高 百万円
営業取引以外の取引高 百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位：株)

(注)1.普通株式の自己株式の株式数の増加11,240株は、単元未満株の買取請求による増加であります。
　　2.普通株式の自己株式の株式数の減少325株は、単元未満株の買増請求による減少であります。

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　関係会社株式 百万円
　ソフトウェア 百万円
　たな卸資産 百万円
　税務上の繰越欠損金 百万円
　未払費用 百万円
　投資有価証券 百万円
　その他 百万円
繰延税金資産小計 百万円
評価性引当額 百万円
繰延税金資産合計 百万円

繰延税金負債

　退職給付引当金 百万円
　その他有価証券評価差額金 百万円
繰延税金負債合計 百万円
繰延税金資産の純額 百万円

６．関連当事者との取引に関する注記

子会社等
(単位：百万円)

役員の

有)割合 兼務等

所有 製品の製造 資金運用の

直接100% 受託(注)1

所有 製品の購入 資金運用の

直接100% 受託(注)1

所有 製品の購入 資金運用の

直接100% 受託(注)1

所有 不動産の賃貸 資金の貸付

直接100% (注)2

所有 不動産の賃貸 資金運用の

直接100% 受託(注)1

所有 不動産の賃貸 利息の受取

直接100% (注)2

所有 出資 ブランド管理

直接100% 料の受取(注)3

所有 米国における 資金の貸付

直接100% 持株会社 (注)2

所有 米国における 利息の受取

直接100% 持株会社 (注)2

所有 製品の購入 計測器等の販

間接100% 及び販売 売(注)4

所有 製品の販売 計測器等の販

間接100% 売(注)4

所有 製品の販売 計測器等の販

間接100% 売(注)4

子会社

預り金

Anritsu Company あり 5,539 売掛金

1,793

－

長期
貸付金

子会社 東北アンリツ㈱ あり 1,744

159

あり 5,301

あり 1,793

あり

1,744

3,064

取引の内容 取引金額 期末残高

預り金

3,454

子会社 Anritsu EMEA Ltd.

－

あり 4,532

5,301

あり 1,693 預り金

－

子会社 Anritsu U.S. Holding, Inc. あり

1,812

売掛金 1,411

売掛金

779

22,811
15,901

当事業年度末当 事 業 年 度当 事 業 年 度

259

株 式 数減 少 株 式 数
当事業年度期首

4,335

10,533
15,696
5,691

増 加 株 式 数

2,000

745

議決権等の 関係内容
会社等の名称

△ 8,276
5,133

51
797

628,804

520
619

714

5,778

617,889 11,240 325

1,821
1,955

株式の種類
株 式 数

普通株式

3,064

1,693

13,410

事業上の関係
科 目

アンリツネットワークス㈱

子会社 アンリツ不動産㈱

アンリツ不動産㈱

アンリツデバイス㈱ 預り金

－

所有(被所

あり

子会社

属性

子会社

－

103

1,699

子会社 アンリツ産機システム㈱ あり 87 －

3,454
短期

貸付金

子会社

子会社

ANRITSU COMPANY LTD あり 5,236

アンリツ不動産㈱

Anritsu U.S. Holding, Inc. あり

子会社

子会社

8



取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)1.資金運用の受託については、市場金利を勘案して利率を決定しており、運用期間は受託先の資金計画に基づき
　　　決定しております。
　　2.資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しており、返済期間は貸付先の事業計画に基づき決定
      しております。なお、担保は受け入れておりません。
　　3.ブランド管理料については、当社関係会社外への売上高に一定の割合を乗じて決定しております。
    4.価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 506円59銭
１株当たり当期純利益 15円81銭

８．その他の注記

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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